
～複式簿記の基本から、公営企業会計における実務上の留意点までを解説～

拝啓　時下ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　本会事業活動には、平素より格別なご支援ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、総務大臣通知により地方公営企業会計の適用の推進が要請されるなど、近年、公営企業会計についての知
識習得の必要性はますます高まっています。しかしながら、公営企業会計は複式簿記を採用した企業会計方式によ
っているため、自治体職員の方々にとっては馴染みにくいものとなっています。
　そこで本講座では、新任担当者ならびに経験の浅い担当者の方々を対象に、地方公営企業会計の全体像と複式簿
記による会計実務の基本について、演習を交えてわかりやすく解説いたします。
　公務ご多忙の折とは存じますが、この機会に関係各位多数のご参加をおすすめ申しあげます。
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※参加料には、別途消費税がかかります。
※銀行振込の手数料は貴団体にてご負担ください。

※宿泊料は変更になる場合がございます。

httpｓ://www.noma.or.jp

田中

９，０００リーガプレイス肥後橋



当日は電卓をご持参ください。

田中

石 崎 一 登 氏
石崎公認会計士事務所
公認会計士・税理士

【講師紹介】

　平成 11 年公認会計士第 2次試験合格、平成 15 年公認会
計士試験第3次試験合格。
　大手監査法人において、民間企業、学校法人、独立行政
法人、公益法人等の会計監査、地方公共団体関連業務に従
事。平成16年 6月～平成18年 12月  会計検査院の調査官と
して任期付採用。監査法人退職後は、公益法人等の監事や
公会計、非営利会計分野のコンサルティングを中心として業務を
実施している。
　豊中市包括外部監査人（平成 24～ 26 年度）、東大阪市
包括外部監査人（平成 29・30 年度）、奈良県市町村総合事
務組合監査委員、日本公認会計士協会近畿会非営利会計委
員会委員、社会・公会計委員会委員。
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Ⅰ．地方公営企業の概要
１．地方公営企業制度の概要
２．地方公営企業会計の概要
　⑴ 公営企業会計と官庁会計の比較
　⑵ 会計の一般原則
　⑶ 発生主義会計の概要
　⑷ 収益・費用の年度所属区分
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　⑴ 地方公営企業予算の特徴
　⑵ 予算編成
　⑶ 主な記載事項
　⑷ 予算の執行
４．決算制度
　⑴ 決算の調製手続
　⑵ 決算書類の体系

Ⅱ．複式簿記の基礎
１．会計と簿記
２．簿記の構成要素
３．仕訳
４．簿記一巡の流れ
　　・具体的な仕訳例

Ⅲ．地方公営企業における会計処理
１．資産
　⑴ 資産の分類
　⑵ 固定資産及び減価償却
　⑶ たな卸資産
　⑷ リース取引

２．負債及び資本
　⑴ 負債の分類
　⑵ 企業債及び借入金
　⑶ 引当金
　⑷ 資本の分類
３．損益
　⑴ 損益の分類
　⑵ 収益・費用の年度所属区分

Ⅳ．地方公営企業における消費税の取扱い
　・消費税の概要
　・国、地方公共団体等に対する特例
　・予算、決算上の取扱い
　・税率引上げに伴う経過措置
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